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　地球温暖化の解決に向けて、炭素の排出を有料にする
仕組みを「カーボンプライシング（CP）」といいます。CPに
はいくつか種類がありますが、各国が精力的に導入・整備
を進めているのは明示的CP（資料1）です。経済産業省は
2026年度に排出量取引制度を、2028年度には石油元
売り業者などへの賦課金を導入し、ハイブリッド型のCPと
する方針を示しました。
　明示的CPは炭素排出量そのものに値段を付ける仕組
みで、そのうち炭素税は政府が炭素に価格を付けて課税
を行う手法です。価格が固定される一方、炭素排出量が
どれだけ削減されるかは導入してみないとわからないと
いう特徴があります（資料2）。排出量取引制度は、政府に
よりそれぞれの企業が排出可能な炭素の量の上限が設
定され、超過した分や余った分を企業間で売買する制度
です。炭素排出量を狙い通り定めやすい一方で、排出枠
の取引価格は不透明なため、企業にとってはコスト負担
見通しが立てにくいという特徴があります（資料3）。

　 EUは2026年以降、CPの取組みが遅れる国からの輸
入品に「国境炭素調整措置」を段階的に適用し、事実上の
関税をかけるとしています。日本のCP導入が遅れれば、
輸出産業の競争力に影響しかねません。
　日本には「地球温暖化対策のための税」という炭素税が
ありますが、欧州では税率が炭素1トンあたり1万円を超
える国もあるのに対し、日本の289円という税率は低す
ぎると指摘されています。
　化石燃料には石油石炭税や揮発油税などのエネル
ギー税制が導入されていますが、それぞれの炭素排出量
と税率が比例せず、バラバラに存在していることも状況
を複雑にしている一因です。
　日本のエネルギー価格は他国に比して高水準とも言わ
れています。単純に負担を上乗せするのではなく、複雑化
したエネルギー税制を、脱炭素への視点から、今一度整
理するのも一案でしょう。

明示的カーボンプライシング（CP）

日本のカーボンプライシングをめぐる問題点

資料1 国内のカーボンプライシング類型

（出所） ‌�経済産業省「世界全体でのカーボンニュートラル実現のための経済的手法等を取り
巻く状況」（2021）より第一生命経済研究所作成

資料2 炭素税の特徴

（注）「排出の限界費用」とはCO2排出に伴って増える環境被害などの社会全体のコストを指
し、「排出の限界便益」とはCO2排出が許可されることで社会にもたらされる経済的なメ
リットを指す。

（出所） ‌�環境省 カーボンプライシングのあり方に関する検討会第3回 資料4（2017）より 
第一生命経済研究所作成

資料3 排出量取引の特徴

（出所） ‌�資料2と同じ
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